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以下は、当該レポート（「特許分析で見る半導体の技術競争～揺らぐ国際協調と求められる
知財戦略」）の分析の妥当性評価です。本文と図表の根拠は、ページと図番号を明記しつつ
同レポートに基づいています。 

 

結論（要旨） 

• レポートの主要結論――米国の設計分野での優位と中国の急追、製造装置分野での
日米強さと中国の台頭、米中で異なる知識参照パターン（国際連携志向 vs. 内製志
向）――は、提示されたランキング・出願先の地理分布・被引用（先行特許）分析
という指標の“方向性”としては概ね妥当です。図表 1・5・6・3・4・7・8 が整合的
に同じ物語を支えています。 

• 一方で、分類定義の明確性、指標の限界（特に被引用データの国別偏り）、品質調整
の欠如、集計方法の説明不足により、結論の強度（因果・規範的含意）は過大評価
になり得る点が見受けられます。政策・戦略論（「国際協調が揺らぐ」「知財戦略が
求められる」）へ踏み込むには、追加のロバストネス検証が必要です。 

 

レポートの主張とデータ対応関係（妥当といえる点） 

1. 設計分野：米国優位と中国の追い上げ 

o 図表 1（p.3）は、Synopsys/Cadence/TSMC 等が有効特許数（出願中含む）
で大きく、中国勢（例：Hygon 等）が 2020 年比の増加率で目立つことを示
します。米国の厚い蓄積に対し、中国の増勢が強いという描写は、同図の**
横軸（量）×縦軸（増勢）**の配置に裏づけがあります。 

2. 出願先からみた“市場・拠点”の違い 

o 図表 2（p.3）と図表 6（p.5）は、上位プレーヤーの地国出願割合と中国への



出願割合を示し、日米企業が自国に厚く出願しつつ中国も主要出願先になっ
ていることを可視化しています。例として**Tokyo Electron の中国向け出願
割合が約 41.5%**と読め、中国市場・製造拠点の重要性を示唆します。 

3. 製造装置分野：日米主導に中国が台頭 

o 図表 5（p.5）のランキングと散布図は、東京エレクトロン、Samsung、Applied 
Materials、ASML などの存在感に加え、CAS/NAURA など中国勢の増勢が
右上方向（量と増勢）に表れ始めていることを示します。 

4. “知識参照”の違い（国際連携志向 vs. 内製志向） 

o 被引用（先行特許）の優先国を見る図表 3・4（p.4）では、中国の上位プレ
ーヤーの先行特許の約 97.6%が中国、一方米国は**米国 67.8%・中国 18.6%・
その他 13.6%**と多国参照になっている旨が示されています。製造分野でも
図表 7・8（p.6）は、中国企業が中国（約 77.8%）に強く依存し、**米国企
業は出所が分散（米国約 48%、日本約 17%、中国約 15%）する傾向を示し
ます。これは「国内志向の深さ」と「国際オープンな参照」**という対比の
一次的エビデンスになっています。 

一次評価：提示グラフは互いに矛盾せず、「方向感を示す」分析としての妥当性

は高い。 

 

注意すべき統計・手法上の弱点（結論の強度を下げ得る点） 

1. 技術分類の不透明さと混入リスク 

o 設計分野の上位に State Grid／China Southern Power Grid 等の電力企業が
含まれています（図表 1、p.3）。これは分類（IPC/CPC ベースのクラスタリ
ング等）の定義が広い可能性を示唆し、EDA/IC 設計そのものとシステム側
の半導体関連出願が同一カテゴリに混在しているおそれがあります。設計力
の相対評価を結論づけるには、EDA、IC 設計、アーキテクチャ等で細分化
し、再検算するのが望ましいです。 

2. “被引用（先行特許）の優先国”指標のバイアス 

o 図表 3・4・7・8 の「先行特許の優先国」は、被引用の起点国をもって“知識
源”を推定していますが、 



 審査官引用と出願人引用の比率差（国・庁ごとに慣行が異なる）、 
 言語・データカバレッジの偏り（特に中国語文献）、 
 自己引用（同一企業・同一グループ内参照）の影響、 
 優先国＝研究実施国とは限らない（米企業が慣行として US First 

Filing など） 
などにより、国際連携／内製志向の度合いを過大・過小評価し得ま
す。参照元の粒度（審査官 vs. 出願人、自己引用の除外）や正規化
方法の明示がないため、政策的含意を強く導くにはエビデンスが不
足します。 

3. “量×増勢”の読み方：政策・制度要因の交絡 

o 散布図の増加率（対 2020 年比）は、審査停滞や制度改正、出願奨励策など
政策要因の影響を受けやすく、技術力そのものの向上と切り分けにくい側面
があります。さらに**「有効特許数（出願中含む）」は質の差**（クレーム厚
み、前向き被引用、ファミリー展開の広さ等）を反映しません。質調整
（PatentSight の競争力指標等）を併記しないと、中国の“量的な急増”が過
大解釈される余地があります。 

4. 出願先割合の読み方（重複カウントの可能性） 

o 図表 2・6 の「地国への出願割合」と「中国への出願割合」は、同一ファミ
リーが複数国に出願されうるため、単純合算が 100%を超え得る設計です。
重複の取り扱いや分母の定義（ファミリー基準／公報基準）が本文で十分に
説明されておらず、市場重視（需要）と製造拠点（供給）のどちらを反映し
た指標かの解釈が曖昧になります。 

5. ユーティリティモデル等の扱い不明 

o 中国は実用新案の比率が高いことで知られますが、本分析が実用新案を含む
か否かの明記がありません。含む場合、件数と増勢が膨らみやすいため、比
較の公平性に影響します。 

6. 政策含意へのジャンプ 

o 第 3・4 章は、ライセンス活用や地政学的リスクの高まりという重要論点へ
進みますが、特許メトリクス単独では裏づけが限定的です。事例（引用 URL）
を補助線にしていますが、構造的因果を示す追加データ（売上構成、サプラ
イチェーン位置、輸出規制の適用実態、合弁・共同研究ネットワーク等）が
あると説得力が増します。 



 

妥当性を高めるための具体的な改良提案 

1. 分類の透明化と再集計 

o 「半導体設計」を EDA／IC 設計（ロジック/メモリ/アナログ）／システム
実装に分け、各カテゴリ別に同じ指標を再掲。State Grid 等の混入が設計力
評価に与える影響を検証。 

2. 質調整指標の併記 

o 前向き被引用の年齢正規化、ファミリーの国際広がり、PatentSight の競争
力指標（Patent Asset Index など）を併置し、“量と質”の両方で日米中を比
較。 

3. 参照（被引用）分析のバイアス対策 

o 出願人引用のみと審査官引用のみの 2 本立て、自己引用除外版、英語・中国
語データの補完、時期別（2015/20/25）の推移比較を実施。図表 3・4・7・
8 の内製志向／国際連携結論のロバスト性を検証。 

4. 重複の扱いと分母の定義を明記 

o 図表 2・6 の割合はファミリー基準か公報基準か、重複計上の有無、PCT 段
階の取り扱いを注記し、**誤読（合算 100%問題）**を防止。 

5. 制度・政策の交絡を分離 

o **出願件数の政策要因（奨励・審査運用）**をコントロールするため、 
 被引用・無効審判・訴訟・権利維持年数など**“コストを伴う行動”**

指標の併用、 
 許諾・クロスライセンス件数や技術移転収入の周辺 KPI を併置。 

6. 再現性の確保（メソドロジーノート） 

o 抽出クエリ（IPC/CPC レンジ／キーワード）、観測時点（例：2025 年 7 月
時点）、指標定義（“有効特許数（出願中含む）”の厳密定義）、**アサイン統
合ルール（Ultimate Owner）**を付録化し、第三者が再計算可能にする。
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どう読むべきか（実務上の示唆：読み過ぎない／使い過ぎない） 

• 方向付けには有用： 
設計では米優位・中が急伸、製造装置では日米中の三極化が進行、中国市場の相対
的プレゼンス上昇、知識参照の国別傾向差――これらはポートフォリオ配分・FTO
確保・対中出願方針を考える**“最初の地図”**として十分意味があります（図表 1・
5・6・3・4・7・8）。 

• 政策・投資判断の決め手にはしない： 
ただし、本レポートの指標は件数寄り・構造推定に限界があり、サプライチェーン
実態や品質・収益性までは語り切れません。意思決定には、品質調整済みの特許 KPI
＋事業・規制・市場データを多面的に突き合わせることが不可欠です。

 

総評 

• 妥当性（方向性の信頼度）：◎（高い） 
• 結論の強度（因果・規範的含意の強さ）：△（中程度。追加検証が必要） 
• 透明性・再現性：△（メソッド注記の充実が望ましい） 

一言で言えば、「良いダッシュボードだが、これだけで走り切るべきではない」――という
評価です。 
 
 


